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兵庫県南部地震や東北地方太平洋沖地震といった過去の大規模地震災害において，共助の重要性と公助

の限界が明らかとなった．また，近年では地震災害時において，災害時要配慮者の支援体制の強化が喫緊

の課題となっており，災害時要配慮者こそ共助によるケアが必要であると考えられている．本研究では，

大規模なアンケート調査から，地域住民による共助を行う意思に関する質的な情報，また，国民健康保険

データから共助を必要とする災害時要配慮者数の量的な情報を把握することによって，「質」，「量」両

面からの共助実態を明らかにすることを目的とする．国民健康保険データ及びアンケート調査より得られ

たデータを活用することにより，「町字」という詳細な単位での共助実態を明らかにすることが可能とな

った． 
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1. 本研究の背景と目的 

 

(1) 本研究の背景 

 兵庫県南部地震や東北地方太平洋沖地震といった過去

の大規模地震災害時に，救助活動や避難誘導等，発災後

に行う行動時において，地域住民による「共助」の重要

性が明らかとなった．兵庫県南部地震における救助の主

体と救出者数は，河田 1)より，救出された者の約 77.1％

は近隣住民等による救助であり，消防，警察，自衛隊に

よる救助は約 22.9％にとどまっていることがわかる．こ

れは，地震災害による行政機能の麻痺により行政が被災

者を十分に支援できなかったこともあり，自助・共助に

よる救出率が高く，自助・共助の重要性が確認できる． 

 また，未曾有の大規模地震災害である東北地方太平洋

沖地震においては，高齢者，乳幼児，妊婦，傷病者，外

国人等の災害時要配慮者と呼ばれる者に対する課題（避

難行動，避難所におけるケア等）が多く残った．したが

って，近年では，発災時における要配慮者の支援体制の

強化が喫緊の課題である．そして，内閣府による災害時

要援護者の避難支援に関する検討会報告書 2)において，
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発災時の要配慮者支援は，地域住民による共助によって

支えられるべきであるという旨が記述されており，「共

助」と「要配慮者」は，今後の防災計画，被災者支援を

考える上では，切り離すことが出来ないキーワードであ

ると言える．また，同報告書内では，災害時要配慮者の

中でも，特に避難行動時において支援を要する者（以下，

避難行動要支援者）の避難支援に関して，以下のような

記述がなされている．「避難行動要支援者の避難支援に

はマンパワー等の支援する能力が不可欠であるが，地域

によって異なるのが実情であることから要援護者の把握

と並行して地域の避難支援者の推計を行うことが，実効

性のある避難支援を計画するために必要である．」 

 以上のように，避難行動要支援者を含む要配慮者へ向

けた災害時における支援には，以下の 2つの視点が必須

であると言える． 

① 「共助」が必要となる災害時要配慮者の網羅的，

かつ詳細な把握 

② 「共助」を行う支援者数，および実際に支援を行

う意思の把握 

 

(2) 本研究の目的 

 前節にて述べたように，本研究では，共助が必要とな

る要配慮者の把握（前節の①）及び共助を行う実行意思

の把握（前節の②）を行うことを目的とする． 

 共助が必要となる要配慮者の把握には，属性別，かつ

網羅的な要配慮者の把握を行うことができる国民健康保

険データ（以下，KDB データ）を活用する．なお，

KDB データの性質については後述する．また，共助を

行う支援者数，実行意思については，分析対象地に対し

てアンケート調査を実施し，把握を行う．以上より，国

民健康保険データより得られる要配慮者数，アンケート

調査より得られる支援者数及び共助実行意識の情報を組

み合わせることによって，地域の共助実態の把握を行う． 

 

 

2. 既往研究の整理 

 

(1) 災害時における共助に着目した既往研究 

 災害時における共助に着目した研究はいくつか存在す

る．矢ケ﨑ら 3)は，長野県佐久市を分析対象地とし，災

害リスクと住民の防災意識を公助，共助，自助の視点か

ら地域の主体関係に着目して明らかにした．吉田・柿本
4)は，水災害に着目し，災害サイクルを事前，注意報・

警報発令時，災害発生時のフェーズに区分した上で災害

サイクルフェーズ間の自助，共助，公助意識の関係性を

明らかにした．川本 5)は，仙台市と浜松市を事例とし，

ロジットモデルを用いて，地域の共助力に影響を及ぼす

要因を明らかにしている． 

 

(2) 国民健康保険データを活用した災害時要配慮者に

焦点を当てた研究 

 国民健康保険データ等の医療ビッグデータを活用して，

災害時要配慮者に焦点を当てた研究はほとんど存在しな

い．例えば，森崎ら 6)は，J-SHIS 地震ハザードステーシ

ョンや，建物の全半壊率曲線等を活用して，大地震の発

生を想定した際の建物被害の把握と利用可能避難施設の

抽出を行い，KDB データの活用により，避難行動要支

援者の中でも特に自力避難が困難である重大な疾患を持

つ患者の実態を明らかにしている．また，Fujiu et al 7) は，

地域が見舞われると考えられる被災状況について，主成

分分析を用いて定量的に明らかにした．また，同時に

KDB データより算出される災害時要配慮者数から，要

配慮者が見舞われる被災程度について詳細な把握を行っ

た． 

 KDB データを活用して災害時要配慮者が受け得る

「共助」について分析を行った研究としては，森崎ら 8)

の研究がある．KDB データより算出される災害時にお

ける要配慮者が，どの程度の共助を行うポテンシャルを

持つ地域に居住するのか，主成分分析を用いて，定量的

に把握を行っている． 

 

(3) 既往研究を踏まえた本研究の位置づけ 

 本研究における新規性及び独創性は 2点存在すると考

える．1 点目は，医療ビッグデータを活用して避難行動

要配慮者の把握を行っている点である．避難行動要支援

者を含む災害時要配慮者の把握を行う手法は，従来では

アンケート調査やヒアリング調査が主流であった．国勢

調査等からも乳幼児や高齢者の把握は可能であるものの，

個人属性や算出可能範囲において融通が利かない問題が

発生する．本研究では，国勢調査等の統計データでは把

握不可能であり，アンケート調査，ヒアリング調査と比

較して圧倒的に緻密な把握が可能である KDB データを

活用している点で新規性がある． 

 また，2 点目については，大規模なアンケート調査を

通して地域住民の共助実行意思を把握している点である． 

Fujiu et al7)，森崎ら 8)，の研究は，大規模地震災害を想定

した際の被災評価や，共助力（森崎らは，あくまで地域

が持つ共助の潜在能力として，共助ポテンシャルと定義

している）の算出を行っているものの，これは，オープ

ンデータや比較的容易に手に入れることが出来るデータ

を用いた把握であった．本研究では，共助実行意思とい

う住民の「意思」に関わる質的な情報をアンケート調査

より把握しており，KDB データより得られる要配慮者

数と組み合わせることにより，より実態に沿う分析を行

っている．また，前章にて述べたように，共助力の把握，

および要配慮者の算出を行うことは，要配慮者の支援を
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考える上では必須であるため，その両者を行う本研究は

意義があると考える． 

 

 

3. 分析対象地・石川県羽咋市について 
 
(1) 石川県羽咋市の概要 9) 

 本研究では，石川県羽咋市を分析対象地域とする．石

川県羽咋市は能登半島の基部西側に位置する．北は羽咋

郡志賀町，東は富山県氷見，南は羽咋郡宝達志水町と接

している．西には日本海と面しており，市内有数の観光

地である千里浜が南北に広がっている．人口は 21,888人

（平成30年7月1日時点），世帯数は8,569世帯であり，

面積は 81.85km2である．また，高齢者が人口に占める割

合である高齢率は 36.2％（平成 28年 4月 1日時点）と非

常に高い割合を示している．図-1に，羽咋市とその町字

区分を示す．なお，石川県羽咋市は 65 の町字区分にわ

けることができ，本研究における以降の分析は，図-1に

示す通りの 65 区分に関して本研究における避難行動要

支援者の算出を行うこととする． 

 

(2) 羽咋市が見舞われると想定される大規模地震災害 

 本節では，羽咋市が見舞われる可能性を持つ大規模地

震災害の概要と，本研究における避難行動要支援者が見

舞われる震度について基礎的把握を行う．羽咋市が見舞

われる可能性を持つ大規模地震災害の把握には，J-SHIS

地震ハザードステーション 10)を活用する．J-SHISが提供

しているサービスに，震源断層を特定した地震動予測地

図があり，羽咋市で大きな震度が観測されると想定され

る震源断層を特定することが出来る．また，特定した断

層で地震が発生した場合の震度分布も把握できる．羽咋

市で大きな揺れが観測されると予想される断層は，石川

県中部に分布する邑知潟断層帯や砺波平野の北西縁及び

南東縁に位置する砺波平野断層などがある．J-SHIS から

二つの断層で同時に地震が発生した際の地震動の大きさ

を把握することはできないため，本研究では羽咋市にお

いて，より大きな揺れが起こると想定される邑知潟断層

帯で大規模地震が発生した場合を考えることとする． 

 邑知潟断層帯の震源位置において地震が発生した時の

羽咋市が見舞われる震度の程度について，GIS を用いて

見える化を行った．J-SHIS は想定震源断層で発生した地

震動を 250m メッシュ単位の計測震度で把握を行うこと

が出来るため，250m メッシュごとの計測震度を震度階

級に変換し，震度階級ごとに色分けによる見える化を実

行した結果を図-2に示す．図-2から羽咋市全域において

6 弱から 6 強の強い揺れに見舞われることがわかる．金

丸出町，吉崎町，菱分町，堀替新町付近の地域で 6強に

見舞われており，特に強い震度に見舞われる地域は集中

していることがわかる． 

 

 

4. KDBデータの概要と避難行動要支援者の算出 

 

 本章では，本研究において活用する KDB データの概

要と本研究で扱う分析対象者，算出結果について述べる． 

 

(1) KDBデータの概要 

 本研究では 75 歳以上の後期高齢者を対象とした後期

KDB データを用いる．また，KDB データには，健診・

 

図-2 羽咋市が見舞われる震度階級の見える化 

 

 
図-1 石川県羽咋市と町字 65区分 
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医療・介護の情報が記載されており，本研究では，要支

援・要介護の状況が個人別に把握可能である「要介護

（支援）者突合状況」傷病に関する詳細な把握が可能な

「厚生労働省様式（様式 1-1）」を用いて分析を行う．

「要介護（支援）者突合状況」には，性別，年齢，生年

月日，町字までの住所といった個人属性をはじめとして，

健診検査項目，初回及び現在の介護度，居住・住宅サー

ビスの利用状況などが個人別に記されたデータである．

また，「厚生労働省様式（様式 1-1）」には，性別，年

齢，生年月日，町字までの住所といった個人属性をはじ

めとして，入院外来区分，費用額，患う疾病名などが個

人別に記されたデータである． 

 

(2) 分析対象者の設定と算出結果 

 

 本研究において算出を行う災害時要配慮者は，自宅に

居住しており，主に「避難」の困難を伴い，災害に対す

る脆弱性が非常に高いと考えられる「75 歳以上の避難

行動要支援者」とする．災害時要配慮者の中でも，避難

行動要支援者を対象とした理由は，避難行動要配慮者は，

発災直後に行うべき「避難行動」でさえ困難な者であり，

その後の避難所における生活においても困難を必要とす

る可能性が十分に高いためである．そして，避難行動要

支援者の中でも 75 歳以上を対象とした理由は，我が国

の近年の超高齢化がある．災害時要配慮者の中でも，

「高齢者」は，今後，人口が急増することは明らかであ

り，75 歳以上の高齢者は，次第に身体的・精神的に虚

弱な状態に陥るケースが増加する年齢層であるためであ

る． 

 そして，KDB データを用いて，様々な属性別の「75

歳以上の避難行動要支援者」の算出を行う．対象者の選

定を行う際には，金沢大学医薬保健研究域保健学系の教

員による助言をもとに決定した．健康管理データから把

握可能な高齢者の避難行動要支援者を，図-3に各属性の

避難行動時における危険性別にイメージ図として示した．

図-3より，本研究において分析対象とする高齢者は大き

く 3 つの属性に分けることが出来る．1 つ目の属性は．

避難行動時において特にケアを必要とすると考えられる，

要介護認定1～5を受けている者である．要介護認定1以

上を受けた者は，避難行動時において，困難を強いられ

ると十分に考えらえれるため，本研究における分析対象

者とした．次に，2 つ目の属性は，要介護認定を受けて

表-1 本研究において分析対象とする傷病名 

 

 

 

図-3 本研究における「高齢者」の避難行動要支援者につい

ての避難行動時の緊急性と脆弱性の関係 

 

 

図-4 羽咋市全域における属性別避難行動要支援者数（人） 

 

 

図-5 町字別・避難行動要支援者数の見える化 

 

分類名 詳細な分類名
パーキンソン病

アルツハイマー病
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いない 85 歳以上の高齢者である．85 歳以上の高齢者は，

加齢とともに身体的虚弱状態に陥るケースが非常に多い．

また，3 つ目の属性は，要介護認定を受けておらず，85

歳未満で，避難行動時に困難を要する疾患を患う者であ

る．KDB データ内には，個人が患う傷病名を，必要で

あった費用額順に 6つまで記載されている．記載されて

いる傷病名は，社会保険表章要疾病分類 11)に記載がされ

ている傷病名である．このうち，避難行動時に困難を必

要とする傷病を患う者を，KDB データより取り出す．

表-1に，該当傷病名を示す．腰痛や，関節痛等の筋骨格

系及び結合組織の疾病や，骨折は，避難時の歩行や段差

の上り下りが困難であると考えられたので選定した．ま

た，神経系や，循環器系の疾患は，後遺症としての身体

的不利を及ぼす影響が非常に高いため，選定に至った．

なお，選定にあたっては，金沢大学医薬保健研究域保健

学系の教員による助言をもとに決定している．また，分

析対象期間は，平成 27年 10月の 1ヶ月間である． 

 上記に述べた期間内で，本研究における避難行動要支

援者の算出を行った結果を図-4，図-5 に示す．図-4より，

羽咋市内全域において，75 歳以上の要介護認定者は 935

名，85歳以上の者は 856名，表-1に挙げた傷病を持つ者

は 618名であった．また，図-4より算出された羽咋市内

全域における要支援者の算出結果を町字別に再集計し，

見える化を行った結果を図-5に示す．図-5より，KDBデ

ータを活用することにより，各 65 町字での避難行動要

支援者数の算出を行うことが可能となっていることがわ

かる． 

 

 

5. 羽咋市における大規模アンケート調査の概要

と地域住民の共助実行意思の基礎的把握 

 

 本章では，石川県羽咋市を対象とした大規模アンケー

ト調査の概要，およびアンケート調査結果から得られた

地域住民の共助実行意思に関する基礎的な把握を行う． 

 

(1) 羽咋市におけるアンケート調査の概要 

 表-2に，羽咋市において実施したアンケート調査の概

要を述べる．調査期間は，2018年2月下旬から3月31日

とした．また，調査対象は，羽咋市内の全戸を対象とし，

各世帯に 1部のアンケート用紙の配布を行い，調査を実

施した．配布を行う際に，羽咋市の職員と民生委員の方

が，各町会長に手渡しの配布を行い，その後，各町会長

から各世帯へ調査票が渡る流れであった．羽咋市の全世

帯へ配布を行ったところ，1,993 枚（世帯）の調査票の

回収を行うことができ，回収率は 23.3％であった． 

 また，質問項目としては，羽咋市民の平時からの災害

へ対する意識と認識，災害時を想定した際の行動，意識

等を設けた．本研究では，羽咋市民の「共助実行意思」

に関する設問を用いて，分析を行う（図-6）．調査票の

配布は，世帯に 1枚の配布であったが，共助の実行意思

は，「世帯」ではなく，「個人」によって行われる行為

である．したがって，図-6に示したように，調査票内に

同居している家族全員が回答可能なような質問項目を設

けた．具体的な質問項目としては，はじめに，東北地方

太平洋沖地震や熊本地震といった，震度 7クラスの地震

 

図-6 本研究で用いる質問項目 

 

表-2 本研究で用いたアンケート調査の概要 

 
 

あなたが，2011年の東日本大震災や2016年の熊本地震のような震度7クラスの大規模な
地震災害に見舞われたとします．このような状況下に置かれた場合にあなたは，どのよう
な行動をとりますか?Q.59 の質問をお答えください．

Q.59 この質問は，あなたが同居している家族全員の災害時における助け合いの意識に
ついてお聞きするものです．あなたが同居しているご家族全員で，できる限りお答
えください．あなた方が大規模地震災害に見舞われた際，あなた方が住んでいる地
域内で行われる助け合い（共助）について，次に示した質問を以下の表の例を参考
にして，一人ずつの回答を表に埋めてください．（5人家族の場合は，5人分の回
答を1人目，2人目，…5人目の欄に家族人数分埋めてください．）

【質問1】ご家族全員の年齢と性別を記入してください．

【質問2】あなた方は大規模地震災害時に地域コミュニティ内で行われる共助活動
（救助や避難誘導，炊き出しなど）を行う側に立つ意思はありますか?
以下の選択肢から選んでお一人ずつ表に記入してください．

【質問3】【質問2】において①共助活動を行う意思があると回答された方に質問
です．どのような共助活動を行おうと思いますか?当てはまる項目すべ
てを以下の選択肢から選んでお一人ずつ表に記入してください．
⑦その他を選んだ場合は表に具体的に記入してください．

①共助活動を行う意思がある ②共助活動を行う意思がない（行わない）
③共助活動を行う意思はあるが，自分が行うことは難しいと感じる
④共助活動をおこなうことが出来ない（不可能である）

①炊き出し ②避難時の補助・サポート ③救助 ④避難所の開設・運営
⑤避難所での乳幼児の支援 ⑥避難所での高齢者の支援 ⑦食料・生活用品の運搬
⑧その他（表中に具体的に記入）

年齢 性別
共助活動を
行う意思

実際に行おうと感じた共助活動（複数回答可）

(例) ご家族の1人目 49 男 ① ②，③，⑦，　⑧（けが人の介助）

(例)ご家族の 2人目 78 女 ③

… 3 女 ④

ご家族の1人目

ご家族の2人目

ご家族の3人目

ご家族の4人目

ご家族の5人目

ご家族の6人目

ご家族の7人目

最後に、可能な限り同居している家族全員のご回答をお願いします． Ｐ.９

東北地方太平洋沖地震や熊本地震の
ような震度7クラスの地震災害を想定．

同居している家族全員が回答

共助活動に対する意思
（行う？/行わない？/行うことが困難？）
どのような共助活動を行うか

調査日 2018年2月下旬～3月下旬

調査手法
市役所職員，民生委員の協力による
手渡し配布，郵送回収

調査対象 羽咋市の全世帯．各世帯に一部のアンケート用紙

回収率 1993枚（世帯），23.3％

調査概要

 羽咋市民の生活に関するアンケート
 （羽咋市民の平時・災害時に認識・意識を調査）
 ・個人属性
 ・ソーシャル キャピタルに関する質問
 ・避難行動要支援者への認識に関する質問
 ・共助実行意思に関する質問（個人回答）
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災害が発生した際を想定し，回答する形式をとる．そし

て，年齢，性別とともに，共助を行う意思があるのか

（意思はあるが行うことが出来ないのか），共助を行う

意思があるのなら，どのような活動を行うのか，といっ

た設問を設けた． 

 

(2) アンケート回答者の個人属性及び共助実行意思 

 前節で述べた設問を用いて，アンケート回答者の個人

属性及び共助実行意思の基礎的把握を行う． 

 はじめに，アンケート回答者のうち，個人属性及び共

助実行意識の基礎的把握を行うための有効サンプル数は，

3,482（人）であった．男女比は，男性が 47.4％，女性が

52.6％であり（図-7），回答者の各年齢階層は，図-8 に

示す通りとなった．最も回答率が高い年齢階層は 60 代

であり，次に高い年齢階層は 70代であった． 

 次に，共助実行意思の把握を行っていく．図-9に，性

別の共助実行意思のクロス集計結果を示す．男女ともに，

共助を行う意思がある者が 60％を超える結果となった．

一方で，共助実行意思がない（共助を行わない）と回答

したものが男性で，4.5％，女性で 2.3％であった．また，

共助を行う意思があるが，身体的不自由などにより，行

うことが出来ない者や，乳幼児など，そもそも共助を行

う能力を持ち合わせていない者も比較的多く占める結果

となった．共助実行意思を年齢階層別にみると（図-

10），年齢階層が上がるほど，共助の実行意思も伴っ

て増加することが読み取れる．また，年齢階層別の共助

実行意思のピークは 60代であり，86.1％が共助を行う意

思がある結果となった．70 歳以降は，急激に共助実行

意思の回答割合は減少していることがわかる．同時に，

共助を行うことが出来ない旨の回答割合が増加している

ことから，やはり 70 歳以降は身体的・精神的に虚弱な

人間が増え，共助を行うことが出来ない（受ける側に移

る）ことが示唆された．次に，共助実行意思があると言

回答した 2,204 名に対して，「どのような共助を行うか」

について質問を行った（複数回答可）結果を図-11 に示

す．最も回答が多かった行動は，「避難時の補助・サポ

ート」の 56.3％であり，次に，「食品・生活用品の運搬」

で 55.6％であった．また，男女で行う共助の活動内容に

差があり，男性は，救助，避難時の補助，食品・生活用

品の運搬といった，いわゆる力仕事での実行意思が強い

 

図-10 年齢階層別にみる共助実行意思 

 

 

図-11 性別でみる，実行したい共助活動内容 

 

図-7 アンケート回答者の男女比 

 

 

図-8 アンケート回答者の年齢階層 

 

 

図-9 アンケート回答者の性別でみた共助実行意思 
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結果となった．女性は炊き出し，避難所での高齢者支援，

乳幼児の支援といった，女性ならではの支援での実行意

思が強い結果となった． 

 

 

6. KDB データから得られる要支援者数とアンケ

ート調査から得られる共助実行意思 

 

 4章では，KDBデータを用いて，町字別の避難行動要

支援者の算出を行った．また，5 章では，羽咋市を対象

としたアンケート調査から，市民の共助実行意思につい

て基礎的な把握を行った．本章では，羽咋市内における

町字単位の，要支援者の算出及び共助実行意思の把握か

ら，各町字にどの程度の要支援者が存在し，どの程度の

共助実行意思が存在するのか把握を行う． 

 

(1) 町字単位の共助実行意思の把握を行うにあたって 

 各町字単位の共助実行意思の算出を行うにあたって，

はじめに，以下の式を用い，各町字で共助を行う意思が

あると回答した者の割合を算出する． 

 

共助実行意思=
各町字で共助実行意思があると回答した者

各町字で共助実行意思の設問の回答者  

 

 次に，各町字別に算出された共助実行意思について，

母比率の推定を行い，各町字の母集団の共助実行意思を

推定する．推定を行う際にサンプル数等の問題から，推

定精度の低い町字を棄却し，推定精度の比較的高い町字

のみを残し，今回は分析に用いる．信頼度 90％で，F分

布を用いた推定を行い，精度 30％以上を閾値としたと

ころ，全 65 町字の内，52 町字が採用された．本研究に

おける以降の分析では，この 52 町字を対象に，共助実

態に関する分析を行う． 

 

(2) 共助実行意識と避難行動要支援者 

母比率の推定を行った共助実行意識，および KDB デー

タより得られる避難行動要支援者の情報をまとめた散布

図を図-12 に示す．水平軸が共助実行意識であり，鉛直

軸が KDBデータより得られる 75歳以上の自宅に居住す

る避難行動要支援者割合である．そして，散布図内の各

点は，町字を示しており点の大きさは，各町字内の避難

行動要支援者の実数となっている．また，図-12 に示し

てある通り，算出された共助実行意識及び避難行動要支

援者割合において，非階層クラスター分析（k-means 法，

4 クラス）を行い，各町字に対してクラス分けを行った．

その結果，共助実行意識を 4クラスに分割することがで

きた．図-12 の散布図を作成することにより，共助実行

意思の程度，人口に占める避難行動要支援者の割合，実

数といった共助実態を町字単位で把握することが可能と

なった．そして，クラス分けされた共助実行意識と避難

行動要支援者数について，見える化を行った（図-13）．

図-13 より，共助実行意思の程度と要支援者数の視覚化

が可能となった．また，傾向として，共助実行意識は，

釜屋町，石野町といった，比較的市の中心部で共助実行

意識は希薄となるが，対して避難行動要支援者数は，町

の中心部で多く見られる結果となった．なお，図-13 中

の白く塗られた町字は母比率の推定時に棄却された町座

である． 

 

(3) 地震動を考慮に入れた際の共助実行意識と避難行

動要支援者 

 前節において作成した散布図に，羽咋市が見舞われる

地震動の情報を入れる．考慮する地震災害は，3 章 2 節

 

図-12 共助実行意識と避難行動要支援者の関係 

 

 

図-13 クラス分けされた共助実行意識と避難行動要支援者数 
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で述べた邑知潟断層帯で発生すると想定される地震災害

とする．図-14 に地震動を考慮に入れた際の共助実行意

識と避難行動要支援者の関係を示す．また，図-15 に，

地震動を考慮に入れた際の共助実行意識と要支援者数の

見える化を示す．図-14及び図-15からわかるように，算

出した共助実行意識と避難行動要支援者の情報に震度階

級の情報が加わっており，より現実に沿う形の散布図を

作成することが出来た．なお，図-15 中の白く塗られた

町字は母比率の推定時に棄却された町座である． 

 

 

7. まとめと今後の課題 
 

 本研究では，「避難行動要支援者」に焦点を当てた．

避難行動要支援者の算出には KDB データを活用し，把

握を行ったが，KDB データは要介護認定者，傷病者の

算出に大いに役立つことが本研究における分析を通して

明らかとなった．特に，KDB データを用いることによ

り，神経系の疾患，循環器系の疾患，筋骨格系の疾患と

いった，避難行動要支援者名簿には載らないが，確実に

避難が困難であり，何らかの共助が必要であると十分に

考えられる者を網羅的に把握が可能となり，これまで着

目されてこなかった属性の避難行動要支援者の算出を行

うことが出来た．しかし，一方で，KDB データでは，

避難行動要支援者のすべてを把握できるわけではないこ

とが本研究における限界点として考えられる．考えうる

代表的な避難行動要支援者としては，妊婦，乳幼児，外

国人，障がい者手帳を持つ者等が存在するが，KDB デ

ータでは把握できない要支援者の把握を行っていく必要

性がある．国勢調査や避難行動要支援者名簿といった情

報を KDB データと組み合わせることにより，避難行動

要支援者の全数把握を行う必要がある．  

 今後の研究課題としては，共助実行意識の算出手法の

精緻化を行う．また，今回は羽咋市を対象とした調査，

及び分析であったが，他地域間での共助力の比較を行い，

共助実行意識の妥当性の検討，有用性の検証を行う． 
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図-15 地震動を考慮した共助実行意識と避難行動要支援者の

見える化 

 

 

図-14 地震動を考慮した共助実行意識と避難行動要支援者の

関係 
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